
第７次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査 仕様書 

 

１ 委託業務名 

 第７次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査 

 

２ 適用範囲 

本仕様書は、千葉市（以下「発注者」という。）が実施する「第７次千葉市障害者計画

等策定に係る実態調査」（以下「実態調査」という。）の業務委託に関し、必要な事項を

定める。 

 

３ 実態調査の概要 

別紙「第７次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査の概要」のとおり。 

 

４ 委託業務 

発注者が実態調査を実施するにあたり、本業務の受注者（以下「受注者」という。）

は、調査票等の印刷、発送、回収、データ集計、データ分析、報告書の作成等の業務を行

う。 

 

５ 委託期間 

契約締結日から令和８年３月２４日まで 

 

６ 委託内容・スケジュール 

本契約において、受注者が行う業務と、スケジュール（予定）は以下のとおりとする。 

（１）業務計画書の作成 

契約締結日の翌日から起算して７日以内に、一連の委託業務について業務計画書を作

成・提出し、業務計画とその進行について発注者に説明を行う。同時に、本業務の主担

当者を選任し、発注者に報告すること。 

（２）調査票等の印刷（８月下旬～１０月中旬） 

発注者が提示する項目に基づき調査票の設問を作成し、調査票（別紙を基本ベースと

した６種類）、発送する封筒、同封する返信用封筒を必要数印刷、作成する。 

① 調査票の全ページに資料１に従い音声コードUni-Voiceコードを付与すること。 

② 発送用封筒は、原則角２封筒とし、封筒表面に「アンケート調査へのご協力のお願い」、

「千葉市」、「〒２６０-８７２２ 千葉市中央区千葉港１番１号 電話 ０４３-２

４５－５１７５ FAX  ０４３-２４５－５５４９」と記載する。 

③ 視覚障害者の１１０通程の発送用封筒表面には、「アンケート調査へのご協力のお願

い」、「千葉市」、「電話 ０４３-２４５－５１７５」と点字で表記する。 

④ 調査票はＡ３用紙にモノクロで両面印刷し、中央をホチキス止めすることにより、

Ａ４サイズの冊子となるようにすること。（調査票本文のフォントは、HG丸ｺﾞｼｯｸM-



PRO体、１０．５ポイントとする。） 

⑤ 返信用封筒は、角２封筒とする。返信宛名は、「受注者」とし、「料金受取人払郵

便用カスタマーバーコード」の印刷も行うこと。また、料金受取人払とするため、郵

便事業株式会社との必要な協議を発注者と共同で行うこと。なお、調査対象者からの

返送用費用は委託料に含むものとする。 

（３） 調査票等の発送準備（１０月中旬） 

①調査票・返信用封筒の封入封緘 

調査票及び返信用封筒を発送用封筒に封入封緘する（調査対象ごと６種類）。施設等

の同一住所に複数の調査票を発送する場合においては、発送用封筒に角２封筒以外の封

筒ないし包みを使用することができる。 

② 発送用封筒への宛名ラベル貼付 

受注者が用意する宛名ラベル（Ａ４サイズ、１２面付き、レーザープリンタ対応のも

のとする）に、発注者が調査対象者の住所、氏名を印刷する。受注者は印刷をした宛名

ラベルを受領し、発送用封筒の表面に貼付する。なお、宛名ラベルの費用は委託料に含

むものとする。 

（４）調査票の発送（１１月上旬） 

発注者が指定する期日に、封入封緘が完了したすべての封筒を郵便局に持ち込み、郵

便により発送を行う。なお、発送に要する郵便料金は、委託料に含むものとする。ま

た、発送後、「すべての封筒を発送したことが確認できる書類（またはその写し）」を

発注者に提出すること。 

（５）調査票の集計・分析 

クロス集計・詳細分析（回収後～２月上旬） 

対象者それぞれについて、調査結果をクロス集計し、より詳細な分析を実施する。 

なお、集計データは文書についてはWord、数値データ・グラフ等についてはExcel形

式とする。ただし、調査票の自由記入欄部分についてのみ、転記・集計に多大な時間を

要すると想定されるため、他の部分のデータ提出を優先するものとし、自由記入欄のデ

ータ提出は委託期間の最終段階とする。また、集計・分析の方法については、適宜発注

者と協議する。 

（６）調査票の返却（２月下旬） 

受注者は、回収したすべての調査票を対象者ごと、分類ごとに区分して、宅配便等の

手段により発注者に返却する。なお、その際の送料は委託料に含むものとする。 

（７）報告書提出（２月下旬） 

①（５）で実施した集計・分析について、調査結果報告書及びその概要版を作成する。 

なお、調査結果から、次期計画への課題を抽出のうえ総括し、計画策定における基礎

資料となり得るよう、報告書の内容や構成について工夫すること。また、調査結果に基

づく一次分析に加え、特徴的な現状と課題をまとめること。 

また、報告書の提出までに２回以上の校正を行うこと。 

② 令和７年８月～１０月（予定）に発注者が実施する障害者団体等とのヒアリング結果



について、本報告書に、発注者と協議のうえ、掲載すること。 

③（５）で作成した文書については Word,数値データ・グラフ等については Excel形式で

発注者へ提出すること。なお、いずれのデータも、発注者が編集しやすいよう工夫するこ

と。 

 

 ＜参考＞ ヒアリング実施団体等 

種 別 団 体 名 

当事者団体 ①千葉市身体障害者福祉会 

②特定非営利活動法人 

千葉市視覚障害者協会 

③千葉市聴覚障害者協会 

④千葉市オストミー協会 

⑤千葉市腎臓病患者友の会 

⑥ＮＰＯ法人盲ろう者友の会  

障害児者の

保護者団体 

①千葉市手をつなぐ育成会 

②千葉市肢体不自由児者父母の会 

③千葉市自閉症協会 

④千葉市ことばを育てる会 

⑤千葉市重症心身障害児(者)を 

守る会 

家族会団体 ①特定非営利活動法人 千家連 ②ちば高次脳機能障害者と家族の会   

事業者団体 ①千葉市知的障害者福祉施設 

連絡協議会 

②千葉市身体障害者施設連絡協議会 

③千葉市障害福祉サービス事業者

連絡協議会 

④千葉市心身障がい者ワークホー

ム等連絡会 

⑤千葉市精神障害者共同作業所等

連絡会 

 

（８）納品物 

令和８年３月２４日（火）までに下記を納品し、検査を受けること。 

区 分 仕様・形式等 数量 

①調査報告書・本編及び概要版 

（データ） 
Ｗｏｒｄ形式及びＰＤＦ形式（※） 一式のデータ

を CD‐ROM に

記録し、ウイ

ルスチェック

済みのもの正

副各１枚 

②集計・分析データ Ｅｘｃｅｌ形式 

③グラフデータ Ｅｘｃｅｌ形式 

④回答内容を入力したローデータ Ｅｘｃｅｌ形式 

⑤調査報告書・概要版音声コードテ

キストデータ 

Ｗｏｒｄ形式、データを格納した

ＣＤ－ＲＯＭ 

※全体版及び対象区分ごとなど市が指定した単位とし、ＰＤＦファイルは文字等を検

索できる仕様にすること。 

令和８年３月２４日（火）までに下記を納品し、検査を受けること。 

区 分 仕様・形式等 数量 



①調査報告書・本編（冊子） 

Ａ４版タテ、ルビなし、色表紙、白

黒印刷（章や調査対象ごとに仕切

り色紙を入れるものとする。） 

１３０部 

②調査報告書・概要版（冊子） 

Ａ４版タテ、ルビなし、色表紙、白

黒印刷、音声コード Uni-Voice 対

応 ＊１ 

１５０部 

   ＊１ 音声コード Uni-Voiceについては、別添の資料１により作成すること 

（９）納入場所 

発注者が指示する場所（１か所） 

 

７ 調査票等の適正な管理 

発送・回収する調査票等の取扱に留意するとともに、個人情報については、契約書中の

「個人情報取扱特記事項」を踏まえ、適正に管理すること。 

 

８ 成果物の帰属 

本契約にかかる成果物及びこれに伴う著作権は、すべて発注者に帰属する。委託業務の

成果物として作成したデータを、受注者が他の用途のために複製したり、第三者に提供し

たりすることは禁止する。 

 

９ 秘密の公開の禁止 

受注者が、委託業務の履行に伴い、またはこれに関連して知り得た業務上の資料または

情報を第三者に漏洩することは禁止する。 

 

10 委託契約代金 

契約金の支払いは、検査終了後、発注者が受注者から適法な請求書を受理した日から起

算して30日以内に行う。 

 

11 注意事項 

（１）受注者は、本業務にあたり疑義が生じた場合は、随時は発注者と協議のうえ業務を

遂行するとともに、協議記録を作成し、発注者と受注者の双方で内容を確認すること。 

（２）受注者は、発注者との打ち合わせが必要となった場合に迅速に対応することができ

る体制を整え、本業務を実施すること。 

（３）受注者は、本業務実施にあたり、調査対象者への接触をしないこと。 

 

12 その他 

この仕様書に定めのない事項及び不明な点については、別途、発注者と受注者が協議し

て決定する。 



第７次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査 概要 

 

１ 調査の目的 

障害者基本法第１１条第３項に規定する障害者計画（第７次：令和９～１１年度）並びに

障害者総合支援法第８８条に規定する障害福祉計画（第８期：令和９～１１年度）及び児童

福祉法第３３条の２０に規定する障害児福祉計画（第３期：令和９～１１年度）の策定にあ

たり、障害者児、保護者・家族、障害福祉サービス等事業者の多様なニーズ等を把握するこ

とを目的に実態調査を実施する。 

 

２ 実態調査の視点 

障害者の地域における自立した生活を支援することを基本に、身体障害、知的障害、精神

障害、発達障害、難病患者等の障害の特性に応じ、障害者のライフサイクルの全段階を通じ

た総合的かつ適切な支援を実施するため、本市における福祉、保健・医療、雇用、生活環境、

教育など幅広い分野を対象とした利用者本位の支援ニーズを把握する。 

また、本市における障害福祉サービス等の必要な見込量と確保策を検討するため、障害福

祉サービス、相談支援、地域生活支援事業の利用状況や利用意向を把握するとともに、入所

施設を利用している障害者の地域生活への移行状況や福祉施設利用者の一般就労への移行

状況についても把握することとし、障害福祉サービス等事業者の運営状況やサービスの提

供状況等についても把握する。 

なお、これらのニーズの把握にあたっては、国における障害者総合支援法や発達障害者

支援法の一部改正など、障害者を取り巻く環境の変化等も考慮したものとする。 

 

３ 調査対象者の抽出方法 

 対象者は下記のとおり抽出し、選定する。 

対象者 分類 抽出数（予定） 選定方法 

Ⅰ 在宅の方 身体障害 
1500 

身体障害者手帳をお持ちの18歳

以上の方から抽出 

知的障害 
500 

療育手帳をお持ちの18歳以上の

方から抽出 

精神障害 

700 

精神障害者保健福祉手帳または

自立支援医療（精神通院医療）受

給者証をお持ちの方から抽出 

Ⅱ 施設に入所

している方 

 

 

600 

身体障害者手帳、療育手帳、精神

障害者保健福祉手帳をお持ち

で、千葉市から障害者施設に入

所している方（全数） 

 



対象者 分類 抽出数（予定） 選定方法 

Ⅲ 18歳未満の

方と保護者の方 

身体障害 
500 

身体障害者手帳をお持ちの18歳

未満の方から抽出 

知的障害 
500 

療育手帳をお持ちの18歳未満の

方から抽出 

Ⅳ 発達障害のある方 

250 

精神障害者保健福祉手帳または

自立支援医療（精神通院医療）受

給者証をお持ちの18歳以上の方

のうち、発達障害の類型に属す

る病名での申請がある方から抽

出 

Ⅴ 発達障害のある18歳未満の方

とその保護者の方 

50 

精神障害者保健福祉手帳または

自立支援医療（精神通院医療）受

給者証をお持ちの18歳未満の方

のうち、発達障害の類型に属す

る病名での申請がある方（全数） 

50 

 

千葉市療育センター「すぎのこ

ルーム」に通っている方、千葉市

こども発達相談室にて、一定期

間配布 

Ⅵ サービス事業者の方 
100 

千葉市内に所在地のある障害福

祉サービス等事業所から抽出 

  

 

４ 調査方法 

調査票（６種類）の郵送配布（対象者Ｖについては窓口配布あり）、郵送回収による 

 

５ 調査票の構成（※現時点の予定） 

 資料２「第７次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査 調査票」のとおり 

 

６ 参考提示資料 

第６次千葉市障害者計画・第７期千葉市障害福祉計画・第３期千葉市障害児福祉計画 

https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/keikaku/r6keikaku.h

tml 

第６次千葉市障害者計画等策定に係る実態調査 

https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/keikaku/r4shogaizit

tai.html 

https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/keikaku/r6keikaku.html
https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/keikaku/r6keikaku.html

